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　　□当年度　　　　　　■後年度（31年度）

【H31成果目標】
那覇港総合物流センターの取扱貨物量の
増

― ― ― ―

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 －

市町村名 浦添市

平成２８年度(繰越)沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6-① 　那覇港総合物流センター整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－3－（4）－（ア）

臨空・臨港型産業の集積による国
際物流拠点の形成

28年度 28年度（繰越）

担当部課名 企画部　西海岸開発局　西海岸開発課
事業実施

（予定）年度
平成25～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-1-（3）

事業内容

効果発現年度

－ 21,000

　本県の生活・産業物資の輸送の大部分を担う港湾物流機能を改善し、従来型物流を高度化し、さらに付加価値型ものづくり産業の集積など
の国際物流拠点の形成を図るため、ランプウェイ躯体工事及び物流センター本部基礎工事を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

26年度（繰越） 27年度 27年度（繰越）

－

(b)予算現額 － 151,300 － 217,849 －

151,300 － 196,849

－

(d)繰越額 8,110 － 101,473 － 88,541

(c)増減額(b-a) － 0

A．計(b+d) 8,110 151,300 101,473 217,849 88,541

B．執行済額 8,082 49,827 101,473 129,308 88,541

うち交付金充当額 6,466 39,861 81,178 103,446 70,832

次年度繰越額 － 101,473 － 88,541 －

執行率（％）(B/A) 99.7% 32.9% 100.0% 59.4% 100.0%

予算の状況の説明
・総合物流センター建設地の地中に当初把握していなかった多数の岩塊が確認されたことにより設計変更等に不測の日
数を要したため、年度内完了が困難となったため、繰越を行った。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

25年度 26年度 27年度 28年度

・ランプウェイ躯体工事の実施
・物流センター本体部基礎工事の実
施
・構造規模：鉄筋コンクリート造・一
部、鉄骨造
・建築面積：1.5ha
・延べ面積：4.6ha

目　標
基本設計の実

施
実施設計の実
施

基礎工事の着手

・ﾗﾝﾌﾟｳｪｲ躯
体工事の実
施
・物流ｾﾝﾀｰ
本体部基礎
工事の実施

実　績 基本設計の実施 実施設計の実施 基礎工事の着手

・ﾗﾝﾌﾟｳｪｲ躯体工事
の実施
・物流センター本体
部基礎工事の実施

達
成
状
況
説
明

総合物流センター建設地の地中に当初把握していなかった多数の岩塊が確認されたことにより、設計変更等に不測の日数を要したた
め、建築工事がやや遅れているが、早期整備完了に向け分割発注や施工機械を増やし、平成30年の整備完了に向け、引き続き鋭意
努める。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（23年度）
26年度 27年度 28年度

目標値
（31年度）

ランプウェイ躯体工事の完了
物流センター本体部基礎工事の完了

目　標
実施設計
業務の完

了

基礎工事
の

完了

ﾗﾝﾌﾟｳｪｲ
躯体工
事の完
了、物

流ｾﾝﾀｰ
本体部
基礎工
事の完

了

実　績
実施設計業務の

実施

・実施設計業務
の完了

・基礎工事の完
了

地盤改良、高圧
電気設備、ﾗﾝﾌﾟ

ｳｪｲ、事務所棟及
び物流ｾﾝﾀｰ本体

基礎工の完了

目　標

進
捗
状
況
説
明

実施設計において、不測の時間を要したことから建築工事がやや遅れているが、物流センターの基礎工事まで完成した。

4,580TEU／年
間



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・入居企業が決定し、入居企業が物流棟本体内で行う工事内容及び、開業
予定時期が決定したことから、今後は、物流棟本体工事等に遅れが生じな
い等、十分な工程管理を行う必要がある。

・工事の進捗に影響が出ないよう、工程管理を行う必要があることから、施工
上の問題点の確認など、現場状況のより詳細な把握に努める。

今後の取り組み方針

・平成30年度の整備完了及び平成31年4月の供用開始に向け物流センターの本体工事の施工上の問題点の確認及び工程管理を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

217,849 217,849 174,279 43,570 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ◯一般競争入札の最低価格業者と契約を結んでいること
から、支出先の選定方法は妥当であると考える。
◯設計時において複数の工法から最も経済的な工法を選
択していることから、予算規模は事業内容に見合っている
と考える。
◯費目、使途については、関連書類を確認し、適正であっ
た。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

那覇港管理
組合 

 
217,849千

円 

（株）沖縄特電 4,244千円 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（事務
所棟・電気） 

(株)ワールド設計・八千代エンジニヤリング 
(株)沖縄事務所共同企業体 1,615千円 

（仮称）那覇港総合物流センター変更設計業務委
託 

工事費 
215,051千円 

(株)ワールド設計・八千代エンジニヤリング 
(株)沖縄事務所共同企業体 200千円 （仮称）那覇港総合物流センター新築工事監理

業務（ランプウェイ・事務所棟） 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（昇降
機） 

國和設備工業（株）・（株）イチゴ特定建
設工事共同企業体 9,290千円 

（有）雷光電気工事・（有）三国電気特
定建設工事共同企業体 6,000千円 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（事務
所棟・機械） 

金秀建設(株)(株)照屋土建(株)富士建設 
特定建設工事共同企業体 125,064千円 

(株)大宜見組 6,716千円 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（物流
棟・基礎） 

（仮称）那覇港総合物流センター地盤改良工事

(株)ワールド設計・八千代エンジニヤリング
(株)沖縄事務所共同企業体 669千円 

(株)ワールド設計・八千代エンジニヤリング
(株)沖縄事務所共同企業体 314千円 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事監理
業務（物流棟・基礎） 

(仮称）那覇港総合物流センター地盤改良工事監
理業務(H28） 

(株)仲本工業・琉幸建設(株)・(有)大地
建設特定建設工事共同企業体 225千

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（事務
所棟・建築１工区） 

平安座総合開発(株)・(株)りゅうせき建設・
(有)沖産特定建設工事共同企業体 23,482

千円 

(株)南海建設・(株)東江建設・仲程土建(株)
特定建設工事共同企業体 27,066千円 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（ラン
プウェイ１工区） 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（ラン
プウェイ２工区） 

(株)丸善組・(有)新秀建設特定建設工
事共同企業体 244千円 

照屋電気工事（株） 11,615千円 

中部電水工事㈱ 1,555千円 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（事務
所棟・建築２工区） 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（受変
電設備） 

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（物流
棟・電気その2） 

浦添市 
 

217,849千円 

補助金 
217,849千円 

委託料 
2,798千円 
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効果発現年度 　　□当年度　　　　　　■後年度（31年度）

【H31成果目標】
・無電柱化により災害に強いまちづくりが達
成されたかについては、自然災害による断
線被害が発生しないことで検証可能である
ことから、整備箇所における断線被害0件を
目指す。

目　標 ― ― ― ―

整備箇所にお
ける台風等自然
災害による断線
被害：0件/年

進
捗
状
況
説
明

電線管理者と無電柱化に係る費用負担や整備後の管理の条件等について覚書及び協定書を平成29年3月に締結し、平成29年3月末に一
部契約を行った。また、臨港道路浦添線開通に必要な入線工事が完了した、事業が進捗した。

入線に関する委託業務の完了（電線管理者
への補償）
早期の事業進捗を図る。

目　標 完了

実　績 完了

達
成
状
況
説
明

臨港道路浦添線無電柱化事業：本事業は要請者負担方式で実施することから、実施設計の前段階として電線管理者と無電柱化に係る費
用負担や整備後の管理の条件等について覚書及び協定書を平成29年3月に締結し、平成29年3月末に一部契約を行った。
また、臨港道路浦添線開通に必要な入線工事が完了した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（　年度）
28年度 29年度 30年度

目標値
（31年度）

目　標 事業の着手 実施

実　績 事業の着手 実施

予算の状況の説明
当初予定していた、道路照明や、バス停等への引込みが減り、予定していた変圧器や分岐装置などの地上機器、ケーブ
ル延長等の数量が抑えられたため、補償費が大幅に減少し、不用となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

入線に関する委託業務（補償）及び
入線工事の実施（補償）。

執行率（％）(B/A) 26.8% 0.0% 100.0%

次年度繰越額 879 29,620 0

うち交付金充当額 257 0 1,471

B．執行済額 322 0 1,839

A．計(b+d) 1,200 29,620 1,839

(d)繰越額 879 29,620 1,839

(c)増減額(b-a) 0 0 0

(b)予算現額 1,200 29,620

(a)当初予算額 1,200 29,620

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

27年度 28年度 28年度（繰越） 29年度 30年度

予
算
の
状
況

企画部　西海岸開発局　西海岸開発課
事業実施

（予定）年度
平成27－29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
3-3-（4）-ア

事業内容
那覇港浦添ふ頭地区の臨港道路浦添線において、観光立県おきなわのウォーターフロント景観の向上及び災害に強い安心安全な港まちづくりに
向けて、無電柱化を行う。

市町村名 浦添市

平成２８年度(繰越)沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6-② 臨港道路浦添線無電柱化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－3－（1）－（イ）
第3章－3－（4）－（ア）

人流・物流を支える港湾の整備
臨空・臨港型産業の集積による国際物流拠点
の形成

担当部課名



支出先の選定方法は妥当か。

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○

◯入線補償は覚書・協定書に基づき沖縄電力に補償してお
り、支出先としては妥当であると考える。
◯予算規模、費目、使途については、関連書類を確認し、適
正であった。

○

-

○

1,839 1,839 1,471 368 0

今後の取り組み方針

・大型商業施設利用者等、関係機関との情報共有及び密な調整を行い、スケジュールに想定外の事項が生じないか入念に確認し、作業状況及び現場状況等の把
握に努める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・平成31年秋頃に大型商業施設が開業する予定であり、早期に整備を完了す
る必要がある。

・大型商業施設事業者や電線管理者と情報共有及び密な調整を行い、徹底し
た工程管理を行う必要がある。

沖縄電力㈱ 1,839千円 
臨港道路浦添線無電柱化事業（要請者負担方式）

に関する補償契約書 
補助金 

 
1,839千円 

浦添市 
 

1,839千円 

那覇港管理組
合 
 

1,839千円 

補償費 
1,839千円 
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効果発現年度 　　□当年度　　　　　　■後年度（33年度）

【H33成果目標】
観光客を受け入れる港として快適な環境が
確保されていると感じるか（80%以上）を含
め、船舶運航事業者へアンケートを行い、
本事業のあり方を検証する。

目　標 ― ― ― ―

船舶運航事業
者へのアンケー
トにより、観光
客を受け入れる
港として快適な
環境が確保さ
れているかと感
じるか。
(80%以上)

進
捗
状
況
説
明

陸上電力供給施設については、平成29年10月に3基全て整備を完了し、陸上からの電力供給が可能となった事により良好な港湾環境の
改善を図った。

陸上電力供給施設整備　3基
目　標 3基

実　績 3基

達
成
状
況
説
明

陸上電力供給施設については、平成29年10月に3基全て整備を完了した。

成果目標（指
標）及び進捗状

況

H28成果目標（指標）
基準値

（　年度）
28年度 29年度 30年度

目標値
（33年度）

目　標 実施

実　績 実施

予算の状況の説明

　当該設備を利用する予定の各船社からの要望を踏まえた受電設備に係る仕様の決定について、関係者間の協議を踏
まえ仕様を見直すことにより、不測の日数を要した。
　また、当該設備の配置の検討において関係者との調整に不測の日数を要し、設計業務の完了に遅れが生じたことか
ら、4,089千円をH29年度に繰り越した。

活動目標（指
標）及び達成状

況

H28活動目標（指標）

達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

　那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設の実
施設計並びに整備工事の実施

執行率（％）(B/A) 5.8% 97.1%

次年度繰越額 4,089 0

うち交付金充当額 203 3,175

B．執行済額 253 3,969

A．計(b+d) 4,342 4,089

(d)繰越額 - 4,089

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 4,342

(a)当初予算額 4,342

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

28年度 28年度（繰越） 29年度 29年度（繰越） 30年度

予
算
の
状
況

企画部　西海岸開発局　西海岸開発課
事業実施

（予定）年度
平成28年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-1-（3）

事業内容
　観光客を受け入れる港として、停泊中の船舶からの排気ガス削減や騒音を抑制し、快適な環境の確保を図るため、泊ふ頭に陸上電力供給施
設を整備する。

市町村名 浦添市

平成２８年度(繰越)沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6－③ 那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－3－（1）－（イ）

人流・物流を支える港湾の整備

担当部課名



◯一般競争入札の最低価格業者と契約を結んでいることか
ら、支出先の選定方法は妥当であると考える。
◯設計時において複数の工法から最も経済的な工法を選択
していることから、予算規模は事業内容に見合っていると考
える。
◯費目、使途については、関連書類を確認し、適正であっ
た。

◯ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

◯ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

◯ 支出先の選定方法は妥当か。

4,222 4,222 3,377 845 0

今後の取り組み方針

・今後においては、泊ふ頭の屋根付き歩道の整備等を推進し、観光客・利用者の安全性・快適性・利便性に寄与するよう努める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・今後も那覇港における旅客者数の増加が見込まれるため、観光地としての
快適な周辺環境の整備の重要性が増している。

・県及び那覇港管理組合は、観光客・利用者の安全性・快適性・利便性を考
慮した施設整備に取り組む必要がある。

委託料 
350千円 

(株)沖縄エネテック 254千円 

(株)沖縄エネテック 96千円 

那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設設計業務委託
（Ｈ28-1） 

那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設整備工事監理
業務 

(株)久米電装 3,872千円 那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設整備工事 工事費 
3,872千円 

那覇港管
理組合 

 
4,222千円 

補助金 
 

4,222千円 

浦添市 
 

4,222千円 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）
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( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　■後年度（33年度）

76万トン
【H33成果目標】
那覇港のリーファーコンテナの取扱貨物量
の増加

目　標 ― ― ― ―

実施方法

市町村名 浦添市

平成２８年度(繰越)沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6-④ 　冷凍冷蔵コンテナ用電源整備事業
沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－3－（4）－（ア）

臨港・臨空型産業の集積による
国際物流拠点の形成

担当部課名 企画部　西海岸開発局　西海岸開発課
事業実施

（予定）年度
平成28年度

沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-1-（3）

事業内容
　新港ふ頭の国産コンテナターミナルには、冷凍食品等低温輸送用コンテナのため既存のリーファー電源が設置されているが、年々増大している
冷凍冷蔵コンテナ需要に対応するため、さらなる増設を行い、那覇港における取扱貨物量の増加を図る。

 　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

28年度 28年度（繰越） 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 6,606 －

(b)予算現額 6,606 －

(c)増減額(b-a) 0 －

(d)繰越額 － －

A．計(b+d) 6,606 6,606

B．執行済額 0 5,593

うち交付金充当額 0 4,474

次年度繰越額 6,606 －

執行率（％）(B/A) 0.0% 84.7%

予算の状況の説明

・リーファー電源の設置箇所の選定に伴う調整に不測の時間を要したことから、設計業務発注に遅れが生じ、6,606千円を
H29年度に繰越した。

・当初は、既存の電気室を増築し、リーファー電源の増設を行う予定であったが、既存の電気室の容量が22口分の増設ま
で対応可能であり、増築する必要性がなくなった。そのことから電気室の設計費が不用となった。

活動目標（指
標）及び達成状

況

H28活動目標（指標）
達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

・リーファー電源及び電気室の実施設計の
実施

目　標 実施設計の実施

実　績 実施設計の実施

・リーファー電源10口設置工事の実施

目　標 10口

実　績 22口

達
成
状
況
説
明

・リーファー電源の整備については、平成30年1月に22口設置し、整備完了した。

・当初は、既存の電気室を増築し、リーファー電源の増設を行う予定であったが、既存の電気室の容量が22口分の増設まで対
応可能であり、増築する必要性がなくなった。そのことから電気室の設計が不用となった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（　年度）
28年度 29年度 30年度

目標値
（33年度）

リーファー電源及び電気室の実施設計完了

目　標
実施設計

完了

実　績 実施設計完了

リーファー電源10口設置完了

目　標
10口設置

完了

実　績 22口設置完了

進
捗
状
況
説
明

リーファー電源の整備について22口設置したことにより、冷蔵・冷凍コンテナの需要に対応できる施設が増加し、那覇港の取扱貨物量の増
加が見込まれる。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・那覇港の取扱貨物量を増加させるために、荷主等に対する支援や施設等の
充実を図る必要がある。

・那覇港総合物流センターの開設や、荷主等への支援等を一体的に展開して
いくことで、那覇港の取扱貨物量の増加に寄与する。

今後の取り組み方針

・今後においては、那覇港総合物流センターの開設や、荷主等への支援を一体的に展開し、那覇港の取扱貨物量の増加へつながっていくよう努める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

5,593 5,593 4,474 1,119 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ◯一般競争入札の最低価格業者と契約を結んでいることか
ら、支出先の選定方法は妥当であると考える。
◯設計時において複数の工法から最も経済的な工法を選択
していることから、予算規模は事業内容に見合っていると考え
る。
◯費目、使途については、関連書類を確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

浦添市 
 

5,593千円 

委託料 
404千円 

㈲アカナ設備設計 296千円 

㈲アカナ設備設計 108千円 

那覇港（新港ふ頭）冷凍冷蔵コンテナ用電源施設整

那覇港（新港ふ頭）冷凍冷蔵コンテナ用電源施設整

（株）サン電設 5,189千円 那覇港（新港ふ頭）冷凍冷蔵コンテナ用電源施設工事費 
5,189千円 

那覇港管理
組合 

 
5,593千円 

補助金 
 

5,593千円 


